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間前から通関手続きに遅れが出ている」ということである。「例年 4 月から 5 月にかけて、 1 週
間に最大300コンテナ分のぶどうを中国に輸出するが『過去数週間、 1 週間に120～150コンテナ
しか（中国市場に）入っていない』（スコット氏）という」。要するに、（通関手続きを遅らせる
1   本稿では、（引用の場合を除いて）オーストラリアを「豪州」あるいは単に「豪」として表記することに
する。

























4 月に、モリソン豪首相が中国に求めた調査を、2021年 5 月にバイデン米大統領が求めていることになる
だろう。なお、米ジョンズ・ホプキンス大学の集計によると、世界の新型コロナウイルス感染者は日本























































































6   どういう名称でよんでも構わないが、中国共産党指導下で、あるいは「社会主義市場経済」はあり得る
かもしれないが、自由主義や民主主義や（通常の意味での）市場経済はあり得ないだろう。
7  Sachs（1993）、Sachs and Woo（1994）．
8   西側諸国の数多くの政治家に（2021年時点でも）中国に対する警戒心が欠如している（ようにみえる）
のは、いったいなぜなのだろうか。
9  森田（2017a）、253頁。










































































































































16  邦訳書訳文のままである。なお、Hamilton（2018）の原文でも 8 ％である。ただし、Blackwell and Harris
（2016）によれば、 8％ではなく、8.1％の下落であり、当該下落が「正常に」回復するのにおおむね 2年
を要するということである（pp. 129～130）。また、「ある研究」とは、Fuchs and Klann（2010）であり、
そのサブタイトルは “Dalai Lama Effect on International Trade” である。






























20  2002年 8 月 9 日付日本経済新聞は、「オーストラリアのハワード首相は 8日、中国と総額250億豪ドル（約
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日本の軍事費 中国の軍事費 ドイツの軍事費 豪州の軍事費
－ 14 －
第 5表　中国の輸入国の順位と比率
順位 2016年 2017年 2018年 2019年国名 比率 国名 比率 国名 比率 国名 比率
1 韓国 10.0 韓国 9.6 韓国 9.6 韓国 8.4
2 日本 9.2 日本 9.0 日本 8.5 台湾 8.3
3 台湾 8.8 台湾 8.4 台湾 8.3 日本 8.3
4 米国 8.5 米国 8.4 米国 7.3 米国 5.9
5 ドイツ 5.4 ドイツ 5.3 ドイツ 5.0 豪州 5.8
6 豪州 4.5 豪州 5.2 豪州 4.9 ドイツ 5.1
7 マレーシア 3.1 ブラジル 3.2 ブラジル 3.6 ブラジル 3.8
8 ブラジル 2.9 マレーシア 2.9 マレーシア 3.0 マレーシア 3.5
9 タイ 2.4 タイ 2.3 ロシア 2.8 ロシア 2.9
10 ロシア 2.0 ロシア 2.2 タイ 2.1 タイ 2.2
出所：『ジェトロ世界貿易投資報告』各年版25。
第 7表　豪州の輸入国の順位と比率
順位 2016年 2017年 2018年 2019年国名 比率 国名 比率 国名 比率 国名 比率
1 中国 23.3 中国 22.2 中国 24.5 中国 25.8
2 米国 11.3 米国 10.3 米国 10.3 米国 12.1
3 日本 7.7 日本 7.3 日本 7.4 日本 7.0
4 タイ 5.7 韓国 7.2 ドイツ 4.9 タイ 4.8
5 ドイツ 5.3 タイ 5.0 タイ 4.9 ドイツ 4.8
6 韓国 4.3 ドイツ 4.7 韓国 4.3 韓国 4.0
7 マレーシア 3.7 マレーシア 3.8 マレーシア 4.3 マレーシア 3.6
8 ニュージーランド 3.0 シンガポール 2.8 シンガポール 3.8 シンガポール 3.4
9 英国 2.8 ニュージーランド 2.7 ニュージーランド 2.6 ニュージーランド 2.5
10 シンガポール 2.7 英国 2.4 英国 2.4 英国 2.3
出所：『ジェトロ世界貿易投資報告』各年版。
順位 2016年 2017年 2018年 2019年国名 比率 国名 比率 国名 比率 国名 比率
1 米国 18.4 米国 19.0 米国 19.2 米国 16.8
2 香港 13.7 香港 12.3 香港 12.1 香港 11.2
3 日本 6.2 日本 6.1 日本 5.9 日本 5.7
4 韓国 4.5 韓国 4.5 韓国 4.4 韓国 4.4
5 ドイツ 3.1 ドイツ 3.1 ドイツ 3.1 ドイツ 3.2
6 インド 2.8 インド 3.0 インド 3.1 インド 3.0
7 オランダ 2.7 オランダ 3.0 オランダ 2.9 オランダ 3.0
8 英国 2.7 英国 2.5 英国 2.3 英国 2.5
9 シンガポール 2.1 シンガポール 2.0 シンガポール 2.0 台湾 2.2
10 台湾 1.9 台湾 1.9 台湾 2.0 シンガポール 2.2




















順位 2016年 2017年 2018年 2019年国名 比率 国名 比率 国名 比率 国名 比率
1 中国 31.6 中国 33.0 中国 34.2 中国 38.4
2 日本 13.8 日本 14.6 日本 16.1 日本 14.9
3 韓国 6.7 韓国 6.7 韓国 6.9 韓国 6.7
4 米国 4.7 インド 5.2 インド 4.8 英国 3.9
5 インド 4.3 香港 4.0 米国 3.8 米国 3.9
6 英国 3.9 米国 3.9 台湾 3.1 インド 3.7
7 香港 3.9 ニュージーランド 3.0 香港 3.0 台湾 3.3
8 ニュージーランド 3.4 台湾 2.9 シンガポール 2.9 シンガポール 3.1
9 台湾 2.8 インドネシア 2.2 ニュージーランド 2.8 ニュージーランド 2.6





























































年 日本 豪州 中国 ドイツ
2008 28.69 36.08 50.60 67.55
2009 19.79 30.89 39.26 57.45
2010 23.84 31.93 44.65 65.16
2011 25.73 33.65 44.85 70.33
2012 25.89 33.01 42.61 70.61
2013 28.70 32.47 41.15 68.99
2014 30.89 32.69 38.82 68.21
2015 28.51 31.66 33.67 68.83
2016 24.75 29.81 31.34 67.24
2017 27.44 31.94 32.58 69.65
2018 29.38 34.05 32.63 70.56
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